
 

 

平成31年度公益財団法人京都府市町村振興協会事業計画 

 

 

 市町村振興宝くじの収益金等を活用して府内市町村を支援するため、次の事業を実

施する。 

 

１ 資金貸付事業 
 

  市町村及び一部事務組合に対し、災害時における緊急融資事業及び災害防止対策

事業並びに緊急に整備を要する施設等整備事業に対する長期貸付を行う。 
 

 （１）貸付枠   １２億５，７００万円以内 

 （２）貸付条件 

   ア）償還期限 

事業区分 償還期限（据置期間） 

一般事業 

５年以内（１年以内） 20 年以内（３年以内） 

10年以内（２年以内） 25 年以内（３年以内） 

15年以内（３年以内） 30 年以内（５年以内） 

借  換 10年以内（１年以内） 
 

   イ）貸付利率 

     財政融資資金の貸付利率の100分の80に相当する利率（借換は、上記の２

分の１） 

   ウ）償還方法 

     元利均等年賦償還 

 （３）対象事業 

   ア）消防用自動車、救急用自動車、児童遊園、老人憩いの家等住民の安全及び

福祉の増進に資するための事業 

   イ）通学道路、図書館、美術館等、教育及び文化の向上に資するための事業 

   ウ）体育館、プール、遊歩道等スポーツの振興及び健康増進に資するための事

業 

   エ）ごみ運搬車、水質汚濁防止等生活環境の保全及び公害の防止に資するため

の事業 

   オ）歴史上又は、学術上価値の高い建造物、城跡等文化財の保存に資するため

の事業 

   カ）集会所等地域連帯意識の醸成に資するための事業 

   キ）自然条件及び風土に調和した個性的な街づくりに資するための事業 
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   ク）上記事業に係る縁故債等の既借入債（貸付利率が３パーセント以上のもの

に限る。）の借換 

   ケ）その他理事長が必要と認める事業 

 

２ 宝くじ交付金配分事業 
 

  市町村に対し、ハロウィンジャンボ宝くじ収益金交付金を配分する。 
 

 （１）配分金額 

   本年度において、京都府から交付されるハロウィンジャンボ宝くじ収益金交付

金の全額 

 （２）配分基準 

   均等割50％、人口割50％ 

 （３）対象事業 

   地方財政法（昭和23年法律第109号）第32条に規定する次の事業 

１ 事 業 

 (1) 公共事業 

 (2) 公益の増進を目的とする事業で、地方行政の運営上緊急に推進する必要があ

るものとして総務省令で定める事業 

 

２ 総務省令で定める事業 

  地方財政法第32条に規定する総務省令で定める事業は、次に掲げる事業であっ

て、第１号については平成39年度までの間に、第２号、第７号から第９号まで及

び第11号については平成31年度までの間に、第３号から第６号まで及び第10号に

ついては平成35年度までの間に、第12号については平成32年度までの間に行われ

るものとする。 

 (1) 国際交流その他の地域の国際化の推進に係る事業 

 (2) 地方公共団体がその運営に相当程度関与する博覧会、見本市、展示会、文化

行事その他の催しであって総務大臣が当せん金付証票に係る市場の状況等を勘

案して指定するものの運営に係る事業又はその他の催しの運営の助成に係る事

業 

 (3) 地域における人口の高齢化、少子化等に対応するための施策に係る事業 

 (4) 衛星通信網の活用その他の地域の情報化に係る事業 

 (5) 美術館、図書館、文化会館等芸術・文化活動の拠点となる施設の運営の充実

その他の地域における芸術・文化の振興に係る事業 

 (6) 大規模な風水害、地震、津波、火災、干害、冷害等の災害対策及びこれらの

災害の予防に係る事業 

 (7) 地域産業の高度化、新産業の創出、雇用機会の増大その他の地域経済の活性

化に係る事業 

 (8) 特定非営利活動等の地域における社会貢献活動に係る事業 

 (9) 地球温暖化対策、リサイクルの推進等地域における環境の保全及び創造に係

る事業 

 (10) 地域における共通の課題に対応するための調査及び研究並びに人材の育成に

係る事業 

 (11) 平成31年に開催されるラグビーワールドカップ大会の準備及び運営に係る事

業 
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 (12) 平成32年に開催される東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競

技大会の準備及び運営に係る事業 

 

３ 市町村職員等研修・人材育成支援事業 
 

  市町村及び一部事務組合等（以下「市町村等」という。）の人材基盤の強化に資

するため、市町村職員等を対象に集合研修の特長を生かした研修を実施するとと

もに、市町村等が行う人材育成に対する支援を行う。 
 

 （１）市町村職員等共同研修 

  ① 共同研修 

   ア）研修体系 

     別紙のとおり 

   イ）実施科目、予定人員 

区分 科目数 予定人員 備考 

階層別研修 ７科目 １，１７６人  

能力開発研修 １９科目 ７２７人  

実務研修 ２科目 ７６人  

特別研修 ６科目 ５６０人  

  計 ３４科目 ２，５３９人  

  ② 共同研修企画運営委員会 

    市町村の研修担当課長等で組織する共同研修企画運営委員会を開催し、本協

会における研修・人材育成支援事業の企画立案について協議する。 

 （２）研修関連事業 

  ① 市町村職員等共同研修派遣経費助成金 

   ア）趣旨 

     市町村職員等共同研修の受研に際し、派遣市町村等に対して助成金を交付

することにより、地理的な格差の是正を図り、均等な受研機会を確保する。 

   イ）対象経費及び助成額 

     市町村等が市町村職員等共同研修の受研者に対し、当該市町村等の旅費に

関する条例等に基づき支出した経費の100分の90に相当する額とする。 

  ② 市町村職員中央研修所及び全国市町村国際文化研修所受講経費助成金 

   ア）趣旨 

     市町村等が市町村職員中央研修所及び全国市町村国際文化研修所の研修に

職員（一般職の職員に限る。）を派遣する場合の経費に対して助成金を交付

することにより、市町村等が行う人材育成を支援する。 

   イ）対象経費及び助成額 
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     研修費（海外研修費を除く。）、研修生活動費、教材用図書費及び旅費であ

って、現に市町村等が負担した経費（ただし、その他の助成制度等の適用

を受ける場合は、対象経費から除外）の３分の２に相当する額とする。 

  ③ 海外地方行政調査研究事業助成金 

   ア）趣旨 

     地方自治の振興発展に寄与するため、関係団体が実施する海外地方行政調

査に市町村長等が参加する経費に対して助成金を交付する。 

   イ）対象経費及び助成額 

     航空運賃、宿泊費等参加者個人に係る必要経費の２分の１以内の額とし、

参加者１名あたり５０万円を限度とする。 

  ④ 市町村等の人材育成を支援するための研修教材及び情報誌の提供 

    市町村等の人材育成を支援するために有用な研修教材及び情報誌について、

適宜提供する。 

 

４ 市町村振興助成事業 
 

  市町村が共同で実施する事業及び市町村の広域的な振興に資する事業に対し、下

記の助成を行う。 
 

 （１）京都府地域力再生プロジェクト支援事業交付金 

   ア）趣旨 

     地域社会が直面する諸課題の解決に取り組む地域力を再生し、温かい地域

社会を築いていくため、地域住民が主体的に参画する団体が行う事業に対

し交付金を交付する。 

   イ）対象事業 

     地域交流・連携の推進、地域経済の活性化、地域の知の創造、安心・安全

対策の推進、地域コミュニティの創造等地域力の再生に資する活動とする。 

   ウ）対象経費 

     交付対象事業の実施に要する経費（団体の運営に係る経常的な経費、人件

費、個人給付的な経費、食糧費、用地の取得費又は補償費、その他交付対

象経費として不適当と認められる経費を除く。）とする。 

   エ）交付金額 

     交付対象経費の３分の１以内の額とする。 

 （２）京都府地域交響プロジェクト交付金（京都府地域力再生プロジェクト支援事

業交付金の後継事業） 

   ア）趣旨 
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     地域における住民相互のつながりをもとに、住民自らが地域の課題に目を

向け、その解決に主体的に取り組む活動を、持続的に発展させていくため

に支援を行い、今後の地域社会の中心的な担い手となりうる地域団体を育

成・輩出することにより、地域の課題を地域で解決する仕組みの構築を目

指す。 

   イ）対象事業 

     特に地域の支えが必要な重要課題の解決に向け、地域団体が主体的に取り

組む活動及び地域の重要課題以外の分野において、財源・人材等の面で自

立した運営を目指す地域団体が主体的に取り組む活動 

   ウ）交付金額 

     交付対象経費の３分の１以内の額とする。 

 （３）広域消防航空応援交付金 

   ア）趣旨 

     地震、風水害、林野火災等の大規模災害等に際し、府内市町村の区域を越

えた消防機関の航空応援に対し、交付金を交付する。 

   イ）対象災害 

     消防組織法第１条に規定する水火災又は地震等の災害で、京都府広域消防

相互応援協定により広域消防航空応援を受けたものとする。 

   ウ）交付金額 

     広域消防航空応援の規模、活動内容等に応じて３００万円を超えない額と

する。 

 

５ 市町村振興調査研究・情報提供事業 
 

  市町村の広域的な振興に資する調査研究又は情報提供のため、「市町村のあらま

し（平成31年度版）」、「市町村データブック（平成31年度版）」を作成、配付する。 

 

６ その他 
 

 （１）市町村災害復旧助成事業 

    地震、噴火等の大規模災害により、地域社会及び住民生活に甚大かつ長期に

わたる被害が発生した場合において、市町村が実施する災害復旧事業に対し助

成を行う。 

 （２）ホームページの開設 

    平成30年10月に導入されたジャンボ宝くじのインターネット販売の周知を常

時掲示するなど宝くじ広報宣伝の充実と公益財団法人として情報公開の対象と
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なっている関係資料の公開に資するため、本協会のホームページを開設する。 

 （３）その他協会の目的を達成するために必要な事業を実施する。 
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※１ の科目は、京都府職員研修・研究支援センターへの委託研修

※２ の科目は、京都府（職員）との合同研修

※３ の科目は、京都府（職員）と協同実施

※４ の科目は、隔年開催で実施

16

4 １０年目職員Ａ

平成３１年度共同研修体系（案）

平成３１年１月２１日

第１回企画運営委員会

階 層 別 研 修 1 新規採用職員

(7) 2 ５年目職員Ａ

3 ５年目職員Ｂ

5 １０年目職員Ｂ

23 ＯＪＴ指導者養成

クレーム対応

17

10 法制執務(応用編)

14 仕事の効率アップ

12 コーチング

ファシリテーション

13 先読み仕事術

15 コミュニケーション(アサーション)

実 務 研 修 税 務 27 税務(住民税)

25 手話

26 エクセル

30 委員長(議運･常任･職員)

32 事務局職員(局長･職員)

28 税務(固定資産税/非木造家屋)

31 広報(編集委員･職員)

トップセミナー（正副市町村長、正副議長等）

9 法制執務(基礎編)(19)

6 監督者(新任の係長級)

7 管理職

能力開発研修 8 法制執務(入門編)

33 監査(委員･職員)

男女共同参画 34 ｢女性の船｣への参加推進

(2)

ト ピ ッ ク ス

監 査

(6)
議 会

特 別 研 修 29

11 問題解決

共
同
研
修
(34)

政策法務18

24 コンプライアンス

19 自治体訴訟

20 チーム型政策研究プログラム

21 海外行政調査研究プログラム

22 危機管理
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当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部 千円 千円 千円

　１　経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 1 1 0

基本財産受取利息 1 1 0

特定資産運用益 3,700 3,700 0

特定資産受取利息 3,700 3,700 0

貸付事業収益 46,000 53,000 ▲ 7,000

貸付金受取利息 46,000 53,000 ▲ 7,000

受取補助金等 455,350 480,350 ▲ 25,000

受取京都府交付金 197,000 195,000 2,000

受取京都府交付金振替額 257,400 284,400 ▲ 27,000

受取全国協会等助成金 950 950 0

受取負担金 1,900 0 1,900

受取負担金 1,900 0 1,900

雑収益 59 1,999 ▲ 1,940

受取利息 49 49 0

雑収益 10 1,950 ▲ 1,940

経常収益計 507,010 539,050 ▲ 32,040

(2)経常費用

事業費 457,100 484,900 ▲ 27,800

会議費 990 980 10

旅費交通費 990 940 50

通信運搬費 110 100 10

消耗品費 100 100 0

修繕保守費 130 130 0

印刷製本費 1,830 1,830 0

借上料 3,410 2,930 480

光熱水料費 140 140 0

賃借料 1,650 1,650 0

保険料 200 0 200

諸謝金 800 1,450 ▲ 650

租税公課 30 30 0

支払負担金 38,640 39,450 ▲ 810

支払助成金 11,510 11,510 0

支払交付金 369,000 397,000 ▲ 28,000

委託料 26,730 25,160 1,570

新聞図書購入費 400 400 0

教材費 300 300 0

減価償却費 140 800 ▲ 660

管理費 50,100 55,000 ▲ 4,900

役員報酬 980 980 0

会議費 150 150 0

旅費交通費 530 530 0

平成31年度公益財団法人京都府市町村振興協会収支予算

平成31年度収支予算（損益計算ベース）
2019年(平成31年)4月1日から2020年3月31日まで

科目
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消耗品費 100 100 0

修繕保守費 70 570 ▲ 500

光熱水料費 20 20 0

賃借料 90 90 0

借上料 140 140 0

委託料 200 200 0

保険料 10 10 0

租税公課 20 20 0

支払負担金 4,790 4,990 ▲ 200

支払手数料 10 10 0

支払全国協会納付金 36,000 40,000 ▲ 4,000

広告宣伝費 6,790 6,990 ▲ 200

新聞図書購入費 100 100 0

慶弔費 50 50 0

減価償却費 50 50 0

経常費用計 507,200 539,900 ▲ 32,700

評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 190 ▲ 850 660

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

投資有価証券評価損等 0 0 0

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 ▲ 190 ▲ 850 660

　２　経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 ▲ 190 ▲ 850 660

一般正味財産期首残高 17,198 18,032 ▲ 834

一般正味財産期末残高 17,008 17,182 ▲ 174

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取京都府交付金 360,000 400,000 ▲ 40,000

一般正味財産への振替額 ▲ 257,400 ▲ 284,400 27,000

当期指定正味財産増減額 102,600 115,600 ▲ 13,000

指定正味財産期首残高 12,019,000 11,855,000 164,000

指定正味財産期末残高 12,121,600 11,970,600 151,000

Ⅲ　正味財産期末残高 12,138,608 11,987,782 150,826

-9-



公益目的事業会計

公－１
市町村振興
支援事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部 千円 千円 千円 千円

　１　経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 0 1 0 1

基本財産受取利息 0 1 0 1

特定資産運用益 0 3,700 0 3,700

特定資産受取利息 0 3,700 0 3,700

貸付事業収益 36,660 9,340 0 46,000

貸付金受取利息 36,660 9,340 0 46,000

受取補助金等 418,400 36,950 0 455,350

受取京都府交付金 197,000 0 0 197,000

受取京都府交付金振替額 221,400 36,000 0 257,400

受取全国協会等助成金 0 950 0 950

受取負担金 1,900 0 0 1,900

受取負担金 1,900 0 0 1,900

雑収益 0 59 0 59

受取利息 0 49 0 49

雑収益 0 10 0 10

経常収益計 456,960 50,050 0 507,010

(2)経常費用

事業費 457,100 0 0 457,100

会議費 990 0 0 990

旅費交通費 990 0 0 990

通信運搬費 110 0 0 110

消耗品費 100 0 0 100

修繕保守費 130 0 0 130

印刷製本費 1,830 0 0 1,830

借上料 3,410 0 0 3,410

光熱水料費 140 0 0 140

賃借料 1,650 0 0 1,650

保険料 200 0 0 200

諸謝金 800 0 0 800

租税公課 30 0 0 30

支払負担金 38,640 0 0 38,640

支払助成金 11,510 0 0 11,510

支払交付金 369,000 0 0 369,000

委託料 26,730 0 0 26,730

新聞図書購入費 400 0 0 400

教材費 300 0 0 300

減価償却費 140 0 0 140

管理費 0 50,100 0 50,100

役員報酬 0 980 0 980

会議費 0 150 0 150

平成31年度収支予算内訳書（損益計算ベース）
2019年(平成31年)4月1日から2020年3月31日まで

科目 法人会計
内部取引
消去

合計
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旅費交通費 0 530 0 530

消耗品費 0 100 0 100

修繕保守費 0 70 0 70

光熱水料費 0 20 0 20

賃借料 0 90 0 90

借上料 0 140 0 140

委託料 0 200 0 200

保険料 0 10 0 10

租税公課 0 20 0 20

支払負担金 0 4,790 0 4,790

支払手数料 0 10 0 10

支払全国協会納付金 0 36,000 0 36,000

広報宣伝費 0 6,790 0 6,790

新聞図書購入費 0 100 0 100

慶弔費 0 50 0 50

減価償却費 0 50 0 50

経常費用計 457,100 50,100 0 507,200

▲ 140 ▲ 50 0 ▲ 190

基本財産評価損益等 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0

投資有価証券評価損等 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0

当期経常増減額 ▲ 140 ▲ 50 0 ▲ 190

　２　経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 0 0

当期一般正味財産増減額 ▲ 140 ▲ 50 0 ▲ 190

一般正味財産期首残高 132 17,066 17,198

一般正味財産期末残高 ▲ 8 17,016 0 17,008

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取京都府交付金 324,000 36,000 0 360,000

一般正味財産への振替額 ▲ 221,400 ▲ 36,000 0 ▲ 257,400

当期指定正味財産増減額 102,600 0 0 102,600

指定正味財産期首残高 12,019,000 0 0 12,019,000

指定正味財産期末残高 12,121,600 0 0 12,121,600

Ⅲ　正味財産期末残高 12,121,592 17,016 0 12,138,608

評価損益等調整前当期経常増減額
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当年度 前年度 増減

Ⅰ　事業活動収支の部 千円 千円 千円

１．事業活動収入

①基本財産運用収入 1 1 0

基本財産受取利息 1 1 0

②特定資産運用収入 3,700 3,700 0

特定資産受取利息 3,700 3,700 0

③京都府交付金収入 557,000 595,000 ▲ 38,000

360,000 400,000 ▲ 40,000

197,000 195,000 2,000

④貸付金償還収入 1,122,000 1,125,000 ▲ 3,000

長期貸付金償還収入 1,076,000 1,072,000 4,000

長期貸付金利息収入 46,000 53,000 ▲ 7,000

⑤受取負担金収入 1,900 0 1,900

受取負担金収入 1,900 0 1,900

⑥雑収入 1,009 2,949 ▲ 1,940

受取利息収入 49 49 0

雑収入 960 2,900 ▲ 1,940

事業活動収入計 1,685,610 1,726,650 ▲ 41,040

２．事業活動支出

①事業費（公益目的事業） 1,713,960 2,444,100 ▲ 730,140

長期貸付金支出 1,257,000 1,960,000 ▲ 703,000

会議費支出 990 980 10

旅費交通費支出 990 940 50

通信運搬費支出 110 100 10

消耗品費支出 100 100 0

修繕保守費支出 130 130 0

印刷製本費支出 1,830 1,830 0

借上料支出 3,410 2,930 480

光熱水料費支出 140 140 0

賃借料支出 1,650 1,650 0

保険料支出 200 0 200

諸謝金支出 800 1,450 ▲ 650

租税公課支出 30 30 0

支払負担金支出 38,640 39,450 ▲ 810

支払助成金支出 11,510 11,510 0

支払交付金支出 369,000 397,000 ▲ 28,000

委託料支出 26,730 25,160 1,570

新聞図書購入費支出 400 400 0

教材費支出 300 300 0

②管理費（法人会計事業） 50,050 54,950 ▲ 4,900

役員報酬支出 980 980 0

会議費支出 150 150 0

旅費交通費支出 530 530 0

消耗品費支出 100 100 0

修繕保守費支出 70 570 ▲ 500

光熱水料費支出 20 20 0

賃借料支出 90 90 0

借上料支出 140 140 0

委託料支出 200 200 0

平成31年度収支予算（資金収支計算ベース）

2019年(平成31年)4月1日から2020年3月31日まで

科目

ｻﾏｰｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金収入

ﾊﾛｳｨﾝｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ交付金収入
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保険料支出 10 10 0

租税公課支出 20 20 0

支払負担金支出 4,790 4,990 ▲ 200

支払手数料支出 10 10 0

全国協会納付金支出 36,000 40,000 ▲ 4,000

広告宣伝費支出 6,790 6,990 ▲ 200

新聞図書購入費支出 100 100 0

慶弔費支出 50 50 0

事業活動費支出 1,764,010 2,499,050 ▲ 735,040

事業活動収支差額 ▲ 78,400 ▲ 772,400 694,000

Ⅱ投資活動収支の部

１．投資活動収入

①特定資産取崩収入 1,478,400 2,204,400 ▲ 726,000

サマージャンボ基金取崩収入 1,478,400 2,204,400 ▲ 726,000

投資活動収入計 1,478,400 2,204,400 ▲ 726,000

２．投資活動支出

①特定資産積立支出 1,400,000 1,432,000 ▲ 32,000

サマージャンボ基金積立支出 1,400,000 1,432,000 ▲ 32,000

投資活動支出計 1,400,000 1,432,000 ▲ 32,000

投資活動収支差額 78,400 772,400 ▲ 694,000

Ⅲ予備費支出

　①　予備費支出 15,800 15,800 0

　　　当期収支差額 ▲ 15,800 ▲ 15,800 0

　　　前期繰越収支差額 15,800 15,800 0

　　　次期繰越収支差額 0 0 0
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１　資金調達の見込みについて

期中に借り入れの予定はありません。

２　設備投資の見込みについて

期中に重要な設備投資の予定はありません。

平成31年度資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

2019年(平成31年)4月1日から2020年3月31日まで
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